
 

 

議案第123号 

 

令和２年度幕別町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

令和２年度幕別町の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2,195千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ430,371千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」に

よる。 
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款 項

（単位：千円）

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

 3 繰  入  金

 4 繰  越  金

 6 国庫支出金

          歳　　　　　　　　入

 1 他会計繰入金

 1 繰  越  金

 1 国庫補助金

合　　　　　　　　計

        122,500          1,489        121,011

            100

            100

              0

              0

        428,176

          1,489

            405

            405

            301

            301

          2,195

        122,500

            505

            505

            301

            301

        430,371

補 正 前 の 額 補 正 額 計

        121,011
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款 項

（単位：千円）
　歳　出

 1 総  務  費

          歳　　　　　　　　出

 1 総務管理費

合　　　　　　　　計

         11,188          2,195          8,993

        428,176

          2,195

          2,195

         10,166

        430,371

補 正 前 の 額 補 正 額 計

          7,971
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目
節

区 分 金 額
説 明

(款) 3 繰  入  金                          (項) 1 他会計繰入金

         計            121,011       1,489      122,500

(款) 4 繰  越  金                          (項) 1 繰  越  金

   1繰  越  金             100         405          505    1繰  越  金              405

         計                100         405          505

   1 繰越金                                                 405

   1 高齢者医療制度円滑運営事業費国庫補助金                 301

(款) 6 国庫支出金                          (項) 1 国庫補助金

   1高齢者医療制度           0         301          301    1高齢者医療制度          301

    円滑運営事業費                                          円滑運営事業費

    国庫補助金                                              国庫補助金

         計                  0         301          301

   1一般会計繰入金     121,011       1,489      122,500    1事務費等繰入金        1,489   1 事務費等繰入金                                       1,489

歳  入

補正前の額 補 正 額     計    

（単位：千円）
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目

節

区 分 金 額
説 明

(款) 1 総  務  費                       (項) 1 総務管理費

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

国 道

支 出 金
地 方 債 そ の 他

一般財源

  1一般管理費       7,971      2,195      10,166        301                 1,489       405  3 職員手当等        589

                                                 （国）高齢者医療制度円滑運営事

                                                       業費国庫補助金         301

                                                 （入）事務費等繰入金       1,489

  4 共  済  費

 12 委  託  料

        99

     1,507

    事業                    2,195

  3 職員手当等                589

  11 時間外勤務手当           602

  14 期末勤勉手当            △13

  4 共済費                     99

   5 市町村共済組合負担金     114

  12 退職手当組合負担金      △15

 12 委託料                  1,507

   7 後期高齢者医療システム改修

      計            7,971      2,195      10,166        301                 1,489

     委託料

       405

歳  出

 ◎ 後期高齢者医療一般管理事務

補正前の額 補 正 額 計

（単位：千円）
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後期高齢者医療特別会計　
１　一般職
（１）　総括

比較 589

職員手当
の内訳

補正後 73 2,424

補正前 73

△13

区分
寒冷地手当 児童手当 合計
（千円） （千円）

職員手当
の内訳

比較

（千円）

1,159

補正前 294 86 210 1,172

区分
扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職手当

比較 589 589

期末勤勉手当
（千円） （千円） （千円） （千円）

99 688

補正前 1 2,992 1,835 4,827 1,638 6,465

補正後 1 2,992 2,424 5,416 1,737 7,153

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区分
職員数

給与費
共済費 合計

備考報酬 給料 職員手当
（千円） （千円）

計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円）

1,835

602

補正後 294 86 812
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

その他

（３）　給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

高校卒 150,600 150,600 150,600 150,600

大学卒 182,200 182,200 182,200 182,200

平成 31 年 ４ 月 １ 日　現在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 240,900

区分 一般行政職（円） 技能労務職（円）
国の制度

一般行政職（円） 技能労務職（円）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 347,553

平 均 年 齢 （ 歳 ） 34.8

247,900

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 402,294令和 ２ 年 ４ 月 １ 日　現在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ） 35.8

（２）その他の
増減分

602

区分 一般行政職 技能労務職

支給率の減

手当ごとの増減については、(1)総括を参照602 千円

職員手当 589

（１）制度改正
に伴う増
減分

△13 期末手当の改正 △13 千円

備考
（千円） （千円）

区分
増減額 増減事由別内訳

説明
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ウ　級別職員数

（級別の職務内容）

１級

一般行政職 部　長
課　長

（重）課長補佐
課長補佐
係　長

主　査 主　任 主　事

区分 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級

計 1 100.0 計

１級 １級

２級 ２級

４級

現在 ３級 1 100.0 ３級

６級

５級 ５級

平成 31 年　４　月　１　日

６級

４級

計 1 100.0 計

１級 １級

２級 ２級

４級

現在 ３級 1 100.0 ３級

６級

５級 ５級

令和 ２ 年　４　月　１　日

６級

４級

区分
一般行政職 技能労務職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）
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エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

４号給 （人） 1 1

比率　（Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0 100.0

補正前

職員数（Ａ） （人） 1 1

昇給に係る職員数（Ｂ） （人） 1 1

号給数別内訳

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人） 1 1

比率　（Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0 100.0

補正後

職員数（Ａ） （人） 1 1

昇給に係る職員数（Ｂ） （人） 1 1

号給数別内訳

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

国の制度 2.25 2.2 4.45 有

補正前 2.25 2.25 4.5 有

補正後 2.25 2.2 4.45 有

区分
支給期別支給率

支給率計
職務上の段階、職務の級

等による加算措置
備考

６月（月分） 12月（月分）

代表的な職種

一般行政職 技能労務職
区分 合計
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　その他の手当

住居手当 異なる
・持家に係る支給額　14,000円
・賃貸住宅に係る支給額上限　27,000円、下限　12,000円

通勤手当 異なる ・通勤距離片道40km以上の場合の支給額　20％加算

区分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同じ

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（２％～20％　加算）

退職時特別昇給 備考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（２％～20％　加算）

特別の勧奨退職者12号
給

区分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等
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